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参考資料６－２ 

関係団体における取組例 
 

 

●日本社会福祉士会 

「地域生活支援研修」（社会福祉士になって一定期間以上の実務経験を有する会

員向け研修）の中で IT 利活用支援への対応を想定した情報提供をし、ＡＴＡＣ等

の研修に積極的に参加するように案内する。 

加えて、e-AT 利用促進協会が主催する研修セミナーの一環として、日本社会福祉

士会の会員が任意で受講できる「社会福祉士向け IT 利活用支援応用セミナー」開

催への協力を検討中。 

 

●日本作業療法士協会 

日本作業療法士協会として作成する福祉用具ガイドラインの中に IT 利活用支援

マニュアル（仮称）を盛込むことを検討中。 

加えて、日本作業療法士協会の会員が任意で受講できる「作業療法士向け IT 利

活用支援応用セミナー」を e-AT 利用促進協会と共催で開催することを検討中。  

 

●民間企業 

日本 IBM(株)では、支援人材へのサポートとして、物的サポート（ハードウェア

とソフトウェアの提供）、技術的サポート（研修会の開催、情報提供、人材の派遣、

マニュアルの提供等）を実践しており、将来的には、支援人材をサポートするサイ

トの構築を考えている。 

 マイクロソフト(株)も同様に、企業市民活動の一環として、人材育成への貢献を

目的とする UP（Unlimited Potential）プログラム（高齢者・障害者・DV 被害者

などのITスキルアップ）の中で、障害者対応のIT支援者の育成に取り組んでいる。

また、小中高等学校への支援として、ICT スキルアッププログラムがあり、その一

環として、今年から養護学校教員を対象とした研修 ICT アクセシビリティのセミナ

ーを実施する。 

 

●e-AT 利用促進協会 

e-AT 利用促進協会では、人材育成プログラムとして、IT 利活用支援における「コ

ーディネーター」「支援責任者」レベルの人材養成を目指したプログラム（福祉情

報技術コーディネーター（1･2 級）取得者レベルに向けた上級セミナー等）を実施。 

・基本セミナーの開催／毎月 1回程度（17 年は全国 4-5 箇所で開催） 

e-AT 概論、AAC の基礎 ＊障害者とともに障害への対応方法を学ぶ 

・応用セミナーの開催／年 2回程度（17 年度は東京と京都で開催） 
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e-AT 最新技術の習得、e-AT 処方の実践、最新法制度の習得、マネジメントスキ

ルの習得 

＊ 専門職能別体験学習／日本社会福祉士会、日本作業療法士協会等と協力して開催 

・IT 利活用支援関係者向け情報提供機能（リソース情報の提供・相談）の運用 

既存の「こころ Web」と「e-AT オンライン（学習教材）」を通じてリソース情報

の提供と相談サービスを実践 

 

●全日本情報学習振興協会 

福祉情報技術コーディネーターの検定試験を実施している全日本情報学習振興

協会では、医療分野、福祉分野、教育分野等の専門職で同試験の１・２級を受験す

る者に対して、３級の受験を免除する等の対応を検討中。 

 

 


